
 

 

＜池田泉州エリアサポート 個人情報保護方針＞ 

 

 

池田泉州エリアサポート（以下「当社」といいます）は、『お客さまの個人情報は、お客さまからお預かりした大切な資

産である』との考えのもと、お客さまの個人情報を適切に取り扱う事が当社の社会的責務であると認識しております。当

社では、今後も個人情報の保護をより一層確実なものとするため、次のとおり個人情報保護方針を定め、役職員一同これ

を遵守してまいります。 

 

（１）個人情報保護に関する法令等の遵守 

当社は、お客さまの個人情報の適正な取扱いに関する法令その他の規範を遵守いたします。 

 

 

（２）個人情報利用目的 

当社は、お客さまの個人情報を適正に取得いたします。また、法令に定める場合を除き、お客さまの個人情報の利

用目的を通知または公表し、利用目的の範囲内において使用いたします。 

 

 

（３）役職員の教育 

当社では、すべての役職員が個人情報保護の重要性を理解し、お客さまの個人情報を適切に取扱うよう教育いた

します。 

 

 

（４）安全管理措置（情報漏えい防止の取組み等） 

当社は、お客さまの個人情報に関し、不正アクセス、個人情報の紛失、改ざんおよび漏洩等の防止に努め、適切な

安全管理措置を実施いたします。    

 

  

（５）個人情報の第三者提供 

当社は、法令に定める場合を除き、お客さまの個人情報をあらかじめご本人の同意を得ることなく第三者[池田泉州

ホールディンスグループの内外を問いません]に提供することはいたしません。 

 

 

（６）委託先の管理 

当社がお客さまの個人情報の取扱いを委託する場合は、お客さまの個人情報の安全管理が図られるよう適切に監督

いたします。 

 

 

（７）個人情報の開示・訂正・利用停止等 

当社は、お客さまの個人情報の開示・訂正等の手続を定めます。また、個人情報の取扱いに関するご意見・お問合せ

を承ります。 

 

 

（８）個人情報保護に関する継続的な改善 

当社は、個人情報保護のための管理体制および取組みを継続的に見直し、その改善に努めてまいります。 

 

 



 

【池田泉州エリアサポート 個人情報のお取扱いについて】 

 

当社は、利用者のお客さまが安心して当社のサービスをご利用いただけるよう、個人情報保護方針に基づき、お客さ

まの個人情報の取扱いに細心の注意を払っております。 

当社における個人情報のお取扱いについて、以下に公表いたします。 

 

 

１．個人情報の利用目的について 

当社は、お客さまの個人情報を、以下の（２）の業務において、以下の（３）の利用目的の達成に必要な範囲内で利

用いたします。 

お客さまとの間で契約を締結することに伴って、お客さまから直接書面に記載されたご本人の個人情報を取得する場

合、あらかじめ利用目的を明示いたします（法令に明示の必要なしと規定されている場合を除く）。それ以外の方法で

個人情報を直接取得する場合、および公開情報やご本人以外の方等から間接的に個人情報を取得する場合についても、

以下の（２）の業務において、以下の（３）の利用目的の達成に必要な範囲内で利用いたします。また、当社は、お客

さまにとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、例えば、各種アンケート等への回答に際しては、ア

ンケートの集計のためのみに利用するなど取得の場面に応じ、利用目的を限定するよう努めます。 

また、以下の（２）の業務において、以下の（３）の利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、お

客さまに通知、または公表致します。 

 

(１) 個人情報

取扱事業者（当

社）の名称、住

所及び代表者 

池田泉州エリアサポート株式会社 

大阪府大阪市北区茶屋町18-14 

代表取締役社長 篠原 共幸 

(２) 当社の業

務内容 

 ・モビリティサービス関連事業の運営 

 ・広告の募集及び掲出並びに広告媒体の作成及び企画 

 ・各種イベントの企画及び実施 

 ・各種コンサルティング業務                                         

 ・地域の活性化、その他の持続可能な社会の構築に資する業務、又はこれらに資する 

 と見込まれる新規事業の開発 

 ・上記に関連する業務 

(３) 個人情報

の利用目的 

 ・車両運行、運行の予約等、当社サービスを適切に遂行するため 

 ・当社サービスにかかる利用状況・意見調査ならびにデータ分析実施による 

 当社サービスの研究、開発のため 

 ・当社サービスに関してスポンサーから提供を受けた広告配信のため 

 ・他の事業者等と連携施策または委託された業務を適切に遂行するため 

 ・他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等 

 において、委託された当該業務を適切に遂行するため 

 ・お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

 ・提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため 

 ・ダイレクトメールの発送等、商品やサービスに関する各種ご提案のため 

・その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

 

当行は、業務を行う際に知り得たお客さまに関する人種、信条、社会的身分、門地、本籍地、労働組合への加盟、保

健医療及び性生活、並びに犯罪履歴及び犯罪により被った事実等についての情報等の特別な非公開情報は、適切な業務

運営その他必要と認められる目的以外には利用もしくは第三者提供いたしません。 

 



 

 

２．個人データの第三者提供について 

当社では、あらかじめお客さまの同意をいただいている場合、個人データの取扱いを業務委託先に委託する場合、後

記記載の共同利用を行う場合、お客さままたは公共の利益のために必要と判断される場合のほか、個人情報保護法第２

７条第1項で例外として定められた下記①～④の場合を除き、お客さまからお預かりしました個人データを当社以外の

第三者へ提供いたしません。 

①法令に基づく場合。 

②人の生命、身体又は財産（法人の財産を含む）の保護のために必要がある場合であって、ご本人の同意を得ることが

困難である場合。 

③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、ご本人の同意を得ることが困難

である場合。 

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要が

ある場合であって、ご本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合。 

 

また、同第28条第1項により、当社は、外国（本邦の域外にある国または地域をいう。個人の権利利益を保護するう

えで本邦と同等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国として個人情報保護法等によ

り定められたものを除く）にある第三者（個人データの取扱いについて個人情報保護法等により個人情報取扱事業者が

講ずるべきこととされている措置に相当する措置を継続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護法等に定めら

れた基準に適合する体制を整備している者を除く。）に個人データを提供する場合には、上記①～④の場合を除くほか、

あらかじめ外国にある第三者へ提供を認める旨のお客さまの同意を得ます。 

 

 

３．個人情報の適正な取得、利用について 

当社は、お客さまの個人情報を適正に取得いたします。また、利用目的の達成に必要な範囲内で、適正に個人情報を

利用いたします。 

当社では、例えば、以下のような情報源から個人情報を取得することがあります。 

（取得する情報源の例）  

会員登録申込書など、お客さまにご記入・ご提出いただく書類等により直接提供される場合 

（ご本人からの申込書等の書面の提出、ご本人からのWeb等の画面へのデータ入力）  

 

 

４．ダイレクトメール等の中止について 

当社は、以下のとおり、当社からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付や電話等での勧誘に

ついて、お客さまから中止の申し出をいただいたときは、遅滞なくそれ以降の当該目的での利用・提供を中止する措置

をとります。   

（１）中止できるもの  

当社および提携先の宣伝物・印刷物の送付等による営業案内。 

（２）中止のための手続  

当社経営管理部へお申し出下さい。 

 

 

５．安全管理措置の実施について 

当社は、個人データへの不正アクセスや、個人データの漏えい、滅失または毀損等を防止その他個人データの安全管

理のため、「組織的安全管理措置」、「人的安全管理措置」「物理的安全管理措置」、「技術的安全管理措置」及び「外的環

境の把握」を含む、必要かつ適切な措置を実施して、お客さまの個人情報を適切に管理いたします。 

 

 

６．個人データの取扱いの委託について 

当社が、業務委託に伴い個人データの取扱いを委託する場合には、当社が定める外部委託先選定の基準に則り選定し

ます。 

当社は、業務委託先において、当社が委託した業務以外に個人データが利用されることがないよう、また、当社の個

人情報保護方針および規則等に準じた安全管理措置が確保されるよう、業務委託先と個人データの取扱いに関する契約

を締結するなどしたうえで、委託いたします。 

当社では、例えば、以下のような場合に、個人データの取扱いの委託を行っております。 

（委託する事務の例）  

コールセンター運営に関わる事務  

情報システムの運用・保守に関わる業務 

 



 

 

７．保有個人データの開示・訂正・利用停止等について  

当社では、個人情報保護法第33条第 2項、同第 34条第 1項、同第 35条第 1項、又は第 37条第 1項もしくは第 2項

等に基づき、お客さまが、保有個人データの開示、訂正、利用停止等をご希望されます場合は、下記の手続きによりお

取り扱いさせていただきます。 

 

（１）開示等の対象（開示、訂正、追加、削除、利用停止、消去、第三者提供の停止） 

当社の保有個人データ 

 

（２）開示等の求めの手続ができる方 

１．お客さまご本人 

２．お客さまが未成年者または成年被後見人の場合はお客さまの法定代理人  

３．開示等の求めの手続についてお客さまご本人が委任した代理人 

 

（３）ご請求先 

当社経営管理部までお申し出ください。（℡： 06-6376-1155代表） 

 

（４）お申込方法 

ご請求内容に応じた依頼書に必ずご本人が所要事項をご記入のうえ、ご署名ならびにお届印もしくは実印(代理人

からのご請求の場合は実印）を押印し、当社経営管理部へご提出ください。 

 

（５）ご本人のご確認 

開示等のご請求に際しまして、ご本人からのお申し出であることを確認できる書類の提示をお願いいたしておりま

す。運転免許証、パスポート等、本人確認資料をご持参下さい。（本人確認資料については当社経営管理部へお問

い合わせ下さい。） 

 

（６）代理人からのご請求の場合 

開示等のご請求を、代理人を通じて行われます場合は、上記（3）の｢依頼書｣のほか、当社所定の｢代理人選任届｣

も併せてご提出ください。 

その際、ご本人の確認書類のほか代理人ご自身を確認できる書類（原則としてご本人の印鑑証明書・法定代理人か

らのご請求の場合、法定代理権限を証する書類を含む）のご提示をお願いいたしております。必要書類をご持参下

さい。なお、代理人からのご請求の場合、ご本人に直接意思確認のご連絡を差し上げることがございますので、予

めご了承願います。 

 

（７）開示請求の取扱手数料 

開示請求１件につき 3,850 円（消費税別）を申し受けます。また、電磁的記録媒体（DVD）によるご回答の場合は、

追加で開示請求の取扱手数料／開示請求一件につき所定の手数料を申し受けますので、それぞれ開示請求のお申し

出の際にお支払ください。ただし、保有個人データの訂正、追加、利用停止、消去、第三者提供の停止のご請求に

関しましては無料で承ります。 

なお、開示請求についてのご回答結果が「該当なし」の場合でも上記手数料を申し受けます。 

 

（８）ご回答の方法および回答に要する期間 

開示請求書等の回答書は、ご本人に書面又は電磁的記録媒体（DVD）を直接郵送させていただきますが、ご回答ま

でには２週間ほど要する場合もございます。なお、法令等の定めにより、ご請求にご回答できない場合もございま

す。 

また、ご希望に沿ったご回答に万全を期すため、ご請求時や調査期間中に、ご依頼の目的等をお尋ねする場合がご

ざいますので、予めご了承願います。 

 

（９）開示をお断りする場合 

次のような場合には、法令等の定めに基づき、開示をお断りさせて頂く場合がございますので、予めご了承願いま

す。開示をお断りさせて頂く場合は、その旨理由を付してご通知致します。また、開示をお断りする場合について

も所定の手数料を頂きます。 

・ご本人（または代理人等）の確認ができない場合 

・代理人等によるご依頼に際して、代理権が確認できない場合 

・申込書類に不備があった場合 

・開示等の求めの対象が「保有個人データ」に該当しない場合 

・本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 



 

・当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

・他の法令等に違反することとなる場合 

 

 

８．株式会社池田泉州ホールディングス・グループとの共同利用について 

当社ならびに、株式会社池田泉州ホールディングス・グループ会社は、総合的金融サービスをご提供する場合、グル

ープ全体のリスク管理を行う場合、利用目的の達成に必要な範囲内において個人情報の取扱いを委託する場合、合併等

の検討に必要な場合に、お客さまに関する個人情報について、個人情報保護法第 27 条第 5 項第 3 号に基づき、下記の

とおり、共同利用させていただくことがあります。 

 

① 共同利用する個人データの項目／共同利用する個人データの項目は、お客さまに関する次の個人情報のうち、業務

上必要な最低限のものとします。 

・ お名前、ご住所、電話番号、生年月日、性別など、お客様の基本情報 

・ 取引残高等お取引に関する情報 

② 共同利用者／共同利用者は、当行ならびに株式会社池田泉州ホールディングスの有価証券報告書に記載されている

連結子会社及び持分法適用関連会社とします。 

③ 利用目的／共同利用の目的は次の通りです。 

・ 総合的な金融サービスのご案内・ご提供のため 

・ グループの連結決算処理のため 

・ 合併等の検討のため 

・ その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

④ 共同利用を行う個人データの管理責任者の名称、住所、及び代表者 

株式会社池田泉州ホールディングス 

大阪府大阪市北区茶屋町18-14 

代表取締役 鵜川 淳 

 

 

９．その他 

当社では、個人情報の保護を図るために、またその他の規範の変更に対応するために、「個人情報保護方針」「個人情

報のお取扱いについて」を改訂することがございます。特に重要な変更につきましては、当社のホームページ等におい

てお知らせいたします。 

 

 

10．本件に関するお問い合わせ先 

個人情報の開示・訂正等の事務手続き、個人情報保護法の対応に関する苦情・ご意見等個人情報に関するご質問・ご

意見等につきましては、当社経営管理部までお申し出ください。 

【経営管理部 ℡ 06-6376-1155（代表）[受付時間：9:00～17:00] 】 

 

                                                             

以 上   

 

池田泉州エリアサポート株式会社    

代表取締役社長 篠原共幸 

 

(2024年12月25日現在) 


